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１．はじめに 

 ガイドライン型設計 1)では（鋼重＋工数）ミニマムを

目指しているが，支間割りや格間長などのスケルトンと

輸送可能部材長との関係から，必ずしも最小ブロック数

がコスト最小になるとは限らない．本研究では，任意の

ブロック数における鋼重最小となる継手位置を GA で算

出し，製作工数と鋼重から工場製作費を複数のブロック

数で比較することで（鋼重＋工数）ミニマムとなる継手

位置を決定する方法を示す． 
２．断面変化位置の決定方法 

 断面変化位置の決定方法は，まずスケルトン（支間長，

横桁位置，補剛材位置）を決定し，次に輸送可能部材長

から最小ブロック数を求め，何通りかのブロック数で鋼

重＋工数による工費が最小となるブロック数および継手

位置が採用される．スケルトンは継手位置が変化しても

設定し直すことはしない． 
 横桁位置は(a)国土交通省タイプ（横桁間隔 6m 以下，

下横構あり，垂直補剛材間隔 4@，継手位置は垂直補剛材

の中間），(b)旧道路公団タイプ（横桁間隔 10m 以下，下

横構なし，垂直補剛材間隔 2@あるいは 3@，継手位置は

垂直補剛材の中間にはこだわらない）に分かれる．国土

交通省タイプは文献 2)で報告しており，本研究では旧道

路公団タイプを対象とした． 
 条件として，支点に隣接する補剛材の間には継手を設

けない．また，ガイドライン型設計の主旨である鋼重＋

工数によるコスト最小を目指すもので，支点上のブロッ

クは左右非対称でもやむを得ないとする． 
３．ＧＡによるモデル化 3) 

(1) 最適化指標 

 最適化の指標は経済性（単目的）とし，鋼重の最小化

を目指した．具体的には，ブロック長×抵抗曲げモーメ

ントの総和が最小となる継手位置を検索した．同じブロ

ック数の場合，継手位置を変化させても大型・小型部材

重量や材片数などの工数算定要素はほとんど変化しない

ため，鋼重が少ない程，工費が安くなるためである．目

的関数を式(1)に，制約条件は以下に示すとおりである． 
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【制約条件】 
 ０＜Li≦Lmax ，ΣLi＝BL ， BWi≦BWmax 
 ここで，Li：ブロック長，Mi：ブロックの最大抵抗曲

げモーメント，n：ブロック数，Lmax：輸送可能

部材長，BL：桁長，BWi：ブロック重量，BWmax：
輸送可能ブロック重量 

(2) GAパラメータ 

 用いた GA のパラメータを表-1に示す． 

項目 パラメータの値、手法
個体数 80
世代数 50
突然変異確率 10%
選択手法 エリート保存方式（適合度上位20％）
交叉手法 １点交叉
交叉率 適合度の上位60%の中から任意に選択
終了条件 世代数＝世代交代数

表-1　ＧＡのパラメータ

 
４．鋼重と製作工費算出 

 改訂鋼道路橋数量集計マニュアル（案）4)により鋼重，

大型材片数，小型材片数，製作工数，加工組立工数，溶

接工数などを算出する．対象としたのは，材料費，本体

の加工組立工数，本体の溶接工数で，570 材相品による

割増，仮組立，対傾構・横構・付属物などはブロック数

を変えても同じであるとして計上していない． 
 鋼重は，GA により継手位置とブロックごとの最大断面

力が出力されるので，桁高と腹板厚，鋼材の許容応力度

などを仮定して，発生最大断面力からフランジ断面積を

算出した．大型材片数は主桁，横桁まで計上した．これ

は，大型１部材あたり影響係数が関係するためである．

小型材片重量は一律大型部材重量の 15%などとはせずに，

別途計算した数量を計上した．添接板はブロック数が増

えるとその重量が増加するが，主桁断面積に継手部材長

を乗じて算出した． 
５．適用例 

 旧道路公団タイプとして，実際の設計例である 3 径間

連続非合成鈑桁（2 主桁）を対象とした．支間割りは，

33.60m＋46.50m＋32.80m で桁長は 112.90m である．全幅

員は 10.200m，主桁本数は 2 本，床版支間長は 5.550m で

ある．輸送可能部材長は 13.00m，ブロック数は輸送可能

部材長と桁長の関係（112.90m÷13.00m=8.685）から，9
～12 で検討した． 
(1) 検討ケース 

 旧道路公団タイプの場合，垂直補剛材間隔が広く，継

手位置は垂直補剛材の中間にはこだわらないため，解の

自由度が高い．図-1の設計例での継手位置はうまく垂直

補剛材の中間に置けているが，これでも（鋼重＋工数）

ミニマムになるかというとそうではない．垂直補剛材の

中間に継手をセットする方法と，そうでない方法との比

較が必要になると考え，表-2 に示すケースを検討した．
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case-1 と case-2 は垂直補剛材の中間はこだわらずに継手

をセットする方法で，case-3 と case-4 は垂直補剛材の中

間に継手をセットする方法である．case-2 は継手位置が

決まった後で，格点位置を再度セットする方法である．

いずれのケースも GA により目的関数が最小となる解を

求めた．なお，支点に隣接するパネルに継手が来る場合

は，目的関数にペナルティを加えている． 
 

表-2 検討ケース 
case-1 格間割(3@)はそのままで，格間の中間ならどこでも継手をセッ

トしてもよい．すなわち，格点および支点付近以外(左右50cm)
ならどこでも継手をセット可能．継手位置は5cmピッチ． 

case-2 格間割は無視して，支点付近以外(支点から左右 50cm)ならど
こでも継手をセットしてもよい．継手位置は5cmピッチ． 

case-3 垂直補剛材の中間に継手をセットする．ただし，格間数を 3@
～7@に変化させる．後で，継手がない格間は3@に修正する．

case-4 垂直補剛材の中間に継手をセットする．ただし，1つの格間の
み格間数を3@から4@にする． 

(2) 鋼重＋工数による工費比較 

 GA で求めたブロック長より工場製作費（表-3 参照）

を算出した．なお，表-3中，case-4 の 1-2 とは，1 径間目

の第 2 格間を 4@にして，それ以外の格間は 3@であるこ

とを表す．実際の設計では，case-4 のように，中間支点

上ブロックなどを左右対称にするためや，ブロック数を

減らすために 1 つの格間のみ割り数を変えることはよく

行われている． 
 表-3で，設計例より工費が小さくなるケースをハッチ

ングで示す．同じケース内でみると，ブロック数が 12 の

場合∑ML が最も小さくなるが，工費では最も高くなっ

ている．ブロック数が 11 で，case-3 の 3@は設計例と同

じ条件であるが，工費が小さくなる継手位置を GA は検

索している． 

9 10 11 12
設計例(図-1) － － 46,542 －

(1,328,732)

case-1 45,047 45,842 46,095 46,744
(1,350,649) (1,337,122) (1,300,653) (1,274,332)

case-2 45,048 45,865 46,150 46,790
(1,350,703) (1,336,960) (1,304,635) (1,279,628)

case-3 3@ － ※ 46,201 46,799
4@ － 46,510 46,925 47,239
5@ － 47,261 47,493 47,651
6@ － 46,948 47,414 48,125

case-4 1-2 － ※ 46,239 46,837
(3@) 1-3 － ※ 46,223 46,821

1-4 － ※ 46,216 46,814
2-1 － ※ 46,347 46,954
2-2 － ※ 46,300 46,894
2-3 － ※ 46,277 46,864
2-4 － ※ 46,300 46,865
2-5 － ※ 46,341 46,917
3-1 － ※ 46,267 46,865
3-2 － ※ 46,245 46,844
3-3 － ※ 46,239 46,837

※支点に隣接するパネルに継手がくる．－：対象外(解なし)
（　）内は∑MLを表す

ブロック数
表-3　工場製作費（単位：千円）

 

 case-1 と case-2 は垂直補剛材の中間に継手をセットす

る必要はなく，垂直補剛材間あるいは格点間で 5cm ピッ

チに任意に選定できるため，同じブロック数での case-3
の工費と比べると全てのブロック数において case-1,2 の

方が安くなっている．また，case-4 は設計の過程でよく

用いられる方法であるが，ブロック数 11 および 12 にお

いて，case-3 の 3@に比べて全てのケースで工費が高くな

っており，このスケルトンではメリットがなかったとい

える．case-3 で，格間割数が多くなれば工費も高くなる

という傾向は補剛材の材片数や重量の増加が影響してい

ると考えられる． 
 ガイドライン型設計ではブロック数を極力減らす方が

経済的としているが，表-3の同じケース内でみてもこの

傾向はあてはまる．図-1に設計例の断面力図と工費が最

も小さくなるブロック数 9 で case-1 のブロック位置を併

記する．設計例での∑ML は 1,328,732 で，case-1 の n=9
での∑ML=1,350,649 よりも小さいが，工費では逆転して

いる．case-1 の n=9 の垂直補剛材位置と継手位置とは 600 
mm 以上離れており，補強の必要もない．case-1 の n=9
では第 1 径間と第 3 径間で正曲げのピーク位置に継手が

きている．これはガイドライン型設計でも許容しており，

（鋼重＋工数）ミニマムになるのであれば，case-1 の n=9
は比較案として検討すべきである．また，他の case-1,2
のブロック数 9,10,11 も比較案として考慮すべきである．

もちろん，部材長のバランスなども考慮しなければなら

ない． 

図-1 設計例の断面力図(実線)と case-1でn=9の断面力図(点線)
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６．おわりに 

 本研究では，ガイドライン型設計の主旨である鋼重＋

工数による工費ミニマムを目指すべく，旧道路公団タイ

プの鋼連続桁の断面変化位置を決定する方法を示した．

垂直補剛材の中間に継手がこない場合，解空間が広くな

るため，GA による探索の有効性を示すことができたこと，

一概にブロック数ミニマムが工費最小とはならないケー

スが存在するため，複数のブロック数で（鋼重＋工数）

による工費を算出し，比較する方法が必要であることが

わかった． 
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